
施策評価シート（平成28年度評価実施） 担当部課名 関連部課名

市民とともに歩むまちづくり【協働・行財政運営】

地域コミュニティ

施策が目指す蒲郡市の将来の姿

●地域内の世代間交流を深め、活発な地域コミュニティ活動が図られています。

◆具体化した施策の取り組み実績

1　地域コミュニティの担い手の育成

2　コミュニティ活動の充実

3　施設整備への助成

地域集会施設整備助成事業

（地域集会施設）

13施設／3,113,000円

（地域放送施設）

４施設／321,000円

平成26年度実績 平成27年度実績 平成28年度計画

（世帯数）29,647世帯

（地域活動奨励金）

44,450,000円

（競艇事業運営協力交付金）

4,750,000円

（行政連絡調整事務委託料）

62,943,060円

（世帯数）30,244世帯

（地域活動奨励金）

44,450,000円

（競艇事業運営協力交付金）

4,750,000円

（行政連絡調整事務委託料）

63,178,000円

総代連合会運営事業

（世帯数）29,477世帯

（地域活動奨励金）

44,450,000円

（競艇事業運営協力交付金）

4,750,000円

（行政連絡調整事務委託料）

60,255,000円

（地域集会施設）

14施設／10,795,000円

（地域放送施設）

1施設／120,000円

地域ふれあい活動事業

39会場／12,908人

委託料７８４，０００円

項目

企画部

協働まちづくり課

教育委員会

青少年センター

平成27年度実績 平成28年度計画

地域内の世代間交流を深め活発な地域コミュニティ活動を育むために、地域コミュニティの担い手の育成やコミュニ

ティ活動の支援体制の充実、活動場所の提供、施設整備への助成などの取組を推進します。

（地域集会施設）

18施設／17,300,000円

（地域放送施設）

２施設／500,000円

基本目標

施策名

項目 平成26年度実績

項目 平成26年度実績 平成27年度実績 平成28年度計画

4７会場／１３,０００人

委託料７８４，０００円

48会場／13,543人

委託料７８４，０００円



◆評価指標

◆指標の説明・考え方

◆指標の分析

◆今後の方針

施

策

の

課

題

今

後

の

施

策

展

開

88.9%(25年度実績） 88.9%(25年度実績) 平成32年度

総代区（常会）加入率

目標値

実績値

指標名 区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 将来目標

53.65% 55.00%

実績値

49.32% 51.86% 平成32年度

総代区歳入予算に占める区

費の割合

目標値

52.97% 53.31%

総代区歳出予算に占める助

成費等の割合

目標値

35.44% 36.20%

指標名 説明・考え方

36.50% 40.00%

実績値

29.40% 30.25% 平成32年度

90.00%

総代区歳入予算に占める区

費の割合

総代区の活動財源は、区費（住民会費）、総代連合会等助成金及びその他収入に区分

され、区費の占める割合が高いほど地域の自立度が高いと言える。（自立度の判定）

区費　／　総代区歳入額　（％）

総代区歳出予算に占める助

成費等の割合

　現在、総代区へは、良好な地域社会の維持及び地域的な共同活動を奨励するという目的で地域活動奨励金や

交付金等を交付しています。これらは、総代区を運営するための基本的な人件費や事務費などに充てられるとと

もに、従来からの地域行事が衰退しないように地域の運営費として有効に使っていただいています。しかし、地域

住民の生活形態が多様化する中、地域の果たす役割や地域へのニーズは変化し、現状の交付額・交付方法で

は、現在行われている地域コミュニティ活動を維持するに留まっています。また、地域活動に参加する住民が減っ

てきており、地域のつながりがますます希薄になることを危惧しています。

総代区の歳出のうち、コミュニティ組織の育成や自主防災会や子ども会などの活動支援

のために支出されている補助金、負担金及び助成費（助成費等）に分類される支出項目

の金額の占める割合により、コミュニティ活動支援体制の充実度を判定する。

助成費等の金額　／　総代区歳出額　（％）

　地域コミュニティ活動の新しい担い手が育つためには、現在、行政と地域とのパイプ役を担っている総代区におい

て、自立した活動が行われ、そして、青年団や子ども会といった地域活動を末端で支える各種団体への支援体制を

どれだけ充実させることができるかによると考えます。

　決算状況から分析すると、各総代区でばらつきはあるものの、全総代区の合算では、自立度を判定する歳入に占め

る区費の割合が51.86％（前年比+2.54ポイント）でした。地域活動奨励金等総代連合会からの交付金や市からの補助

金等は、世帯数によって多少の増減はあるものの、ほぼ定額と言える範囲にあるため、区費等自主財源の割合向上

は、安定運営に努めている状況にあるものと考えられます。

　コミュニティ組織の支援体制については、地域が個々組織する団体等を介してコミュニティ活動を実践する形態と総

代区自体が活動の主体として実践する形態に分かれ、その助成額にはばらつきがあるものの、何らかの支援体制を

整えていると考えます。48総代区全体では、歳出に占める助成費等の割合が30.25％（前年比+0.85ポイント）でした。

この割合を上げることでコミュニティ組織への支援体制を充実させ、新しい地域活動の担い手が育つものと考えます。

総代区（常会）加入率

地域コミュニティの構成団体（総代区・常会）に多くの市民が参加することで市民一人ひと

りが望む地域活動の形が構築され、担い手の充実にも繋がる。（調査：平成２５年４月１日

基準日）なお調査は３～５年ごとに調査する。

常会加入世帯数　／　全世帯数　（％）

　現在、各総代区で行われている地域活動は、従来からの地域のつながり、地域住民の基本的な生活を維持する

うえで重要な役割を果たしており、行政としても総代区と連携し、良好な地域活動の維持に寄与する目的で総代

連合会の運営及び各種交付金等の交付を行います。

　常会加入、地域活動参加の促進を図る方策を総代区とともに考え、地域活動の担い手育成、世代間交流を深

められる施策を展開したいと考えています。

　新しい地域活動の担い手が育ち、総代区に代わる地域運営主体が数多く育ち始めた段階で、地域コミュニティ

活動を助成するしくみを検討します。



コメント

　常会加入世帯数は減少しており、地域コミュニティの衰退が心配されている。世代間交

流を深め、地域コミュニティの担い手の育成が必要となっている。

　市外や地区外から転入された人たちが地域に溶け込めるような活動を行い、常会加入

がし易い環境を作ることが望まれており、地域ごとに特色のある活動が行えるよう支援して

いく必要がある。

部長評価

施策の

進捗状況

Ｂ：一部見直しが必要である。

コメント

　 地域コミュニティ活動を育むための施策として地域活動奨励金等の交付や地域活動の

拠点である地域集会施設の整備補助などを実施している。また総代区では地域コミュニ

ティ、住民相互の繋がりを維持するため、常会加入率、地域活動への参加率アップへの

方策を検討し始めている。今後は現在の地域活動への支援を継続しつつ、地域内の世

代間交流を深め、担い手を育成できる環境の整備を支援していきたい。

課長評価

構成事業の

進捗状況

Ｂ：おおむね計画どおり進行している。

施策の

進め方

Ｂ：目指す将来像実現に向けておおむね計画どおり進行している。



施策に属する事務事業一覧

6-2

協働まちづくり課

55

住民自治組織連携事業

118,319 3,963 0.65 Ｂ
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